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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期
第２四半期
累計期間

第８期
第２四半期
会計期間

第７期

会計期間

自 平成20年
10月１日

至 平成21年
３月31日

自 平成21年
１月１日

至 平成21年
３月31日

自 平成19年
10月１日

至 平成20年
９月30日

売上高（千円） 450,187 146,0941,104,356

経常利益（△は経常損失）（千円） △54,126 △62,175 187,346

四半期（当期）純利益（△は四半期純損失）（千円） △34,797 △39,435 101,068

持分法を適用した場合の投資利益（千円）     ― ― ―

資本金（千円） ― 162,530 162,530

発行済株式総数（株） ― 102,000 102,000

純資産額（千円） ― 1,469,9221,565,920

総資産額（千円） ― 1,600,1261,748,016

１株当たり純資産額（円） ― 14,411.0115,352.16

１株当たり四半期（当期）純利益金額（△は１株当たり四半期純損

失）（円）
△341.15 △386.62 991.36

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ― 984.18

１株当たり配当額（円）     ―     ― 600

自己資本比率（％） ― 91.86 89.60

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△58,211 ― 64,514

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△33,850 ― △16,015

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△59,914 ― △59,483

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） ― 1,259,9461,411,923

従業員数（人） ―   48 50

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、記

載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．第８期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は　　　

　　　　　　存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　　　　５．従業員数につきましては、就業人員であります。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

  

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。 

 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数（人） 48   　　

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　　当社は研究開発事業を主体とする会社であり、生産設備を保有していないため、該当事項はありません。

（２）受注状況

　　当社は受注による生産を行っていないため、該当事項はありません。

（３）販売実績

　　当第２四半期会計期間の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第２四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

製品部門（千円） 125,456

ライセンス部門（千円） 20,637

合計（千円） 146,094

　（注）１．主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第２四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
 至　平成21年３月31日） 

金額（千円） 割合（％）

株式会社コナミデジタルエンタテインメント 120,170 82.26%

　　　  ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

（１）業績の状況 

  当社はコンテンツメーカーとして、オリジナリティあふれるゲームコンテンツ及びサービスの創出を行い、その

魅力を様々な分野・プラットフォームを通じて世界中のお客様にお伝えすることに努めております。

　当第２四半期会計期間の製品部門におきましては「ブランディッシュ～ダークレヴナント～」をＰＳＰ向けに

リニューアルし発売しました。その結果、製品部門の当第２四半期会計期間の売上高は125百万円となりました。

　ライセンス部門におきましては、「イースオンライン」の欧州、中国における運営が開始され、海外における

「イース」の認知度はこれまで以上に高まりました。また、当社が有する3,000曲以上に及ぶ人気楽曲のiTunes

store等の音楽ダウンロード販売サイトを通じた当社楽曲の販売、携帯電話機向けのゲームダウンロード販売、攻

略本等の出版許諾など、当社コンテンツの多方面への展開を推し進めました。その結果、ライセンス部門の当第２

四半期会計期間の売上高は20百万円となりました。 

　それらの結果、当第２四半期会計期間の業績は、売上高は146百万円、営業損失は63百万円、経常損失は62百万円、

四半期純損失は39百万円となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況  

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第1四半期会計期間末と比

較して137百万円減少し、1,259百万円となりました。各キャッシュ・フローの主な状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は△99百万円となりました。これは主として、税引前当期純損失が64百万円、未払金

の減少が21百万円、売上債権の減少が20百万円ありましたためであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は30百万円となりました。これは敷金保証金の差入れによる支出29百万円、固定資

産の取得による支出３百万円がありましたためであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は６百万円となりました。これは配当金の支払いよるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

　当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

（４）研究開発活動 

　当第２四半期会計期間における研究開発活動の金額は、74百万円であります。なお、当第２四半期会計期間におい

て、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期会計期間において、前事業年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した主要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 348,000

計 348,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 102,000 102,000
東京証券取引所

　　（マザーズ）
－

計 102,000 102,000 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年５月１日から当四半期報告書の提出日までの新株予約権の行使により

　　 　発行されたものは含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権の状況は以下のとおりであります。

　（平成14年４月18日臨時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 16

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 800

新株予約権の行使時の払込金額（円） 4,000

新株予約権の行使期間
自　平成16年４月19日

至　平成24年４月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　4,000

資本組入額　2,000

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、

当社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位にな

ければならない。権利者の新株予約権の相続はできな

い。

　その他の権利行使の条件は、株主総会決議及び取締役

会決議に基づき、当社と割当者との間で締結する新株予

約権割当契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項    　　　   ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   　　　  ─ 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調

整されます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　調整前株式数 × 調整前行使価額

調整後株式数 ＝ ────────────────　

                        調整後行使価額 

なお調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。

２．新株予約権の行使時の払込金額につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調整

されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率 

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数 × １株当たり払込金額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数 ＋ ──────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────────────────────　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数 

なお調整の結果生じる１円未満の端数は切り捨てます。

３．新株予約権の行使時の払込金額は１株当たりの金額を記載しております。

４．新株予約権の喪失について

　　被付与者は、次の各号に定める場合には会社に対する新株予約権を喪失するものとします。

　(1）自己都合により会社を退職したとき。但し、役員への就任を除く。
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　(2）禁固以上の刑に処せられたとき。もしくは当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受け

たとき。

　(3）書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

　(4）上記のほか、細目等については当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによります。

５．平成14年８月１日付けの株式分割（１：５）、平成16年5月20日付けの株式分割（１：２）及び平成17年8月19

日付けの株式分割（１：５）により、数値の調整を行っております。
 
 

　（平成16年12月16日定時株主総会決議）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年３月31日）

新株予約権の数（個） 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50

新株予約権の行使時の払込金額（円） 54,600

新株予約権の行使期間
自　平成17年１月28日

至　平成25年１月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　54,600

資本組入額　27,300

新株予約権の行使の条件　

　本新株予約権の割当を受けた者が権利行使時においても

当社の取締役、または従業員の地位にあることを条件とす

る。

　１個の本新株予約権の一部につき新株予約権を行使

することはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 　新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項  ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ─

 

（注）１．新株予約権の目的となる株式の数につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調

整されます。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　調整前株式数 × 調整前行使価額

調整後株式数 ＝ ────────────────　

                        調整後行使価額 

なお調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。
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２．新株予約権の行使時の払込金額につきましては、株式の分割又は併合が行われる場合には次の算式により調整

されます。

               　　　　　　　　　　　　　　　　 　１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分割・併合の比率 

また調整前払込金額を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）

が行われる場合には次の算式により調整されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新規発行株式数 × １株当たり払込金額

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数 ＋ ──────────────────

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　調整前払込金額 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 　──────────────────────────　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既発行株式数＋新規発行株式数 

なお調整の結果生じる１円未満の端数は切り捨てます。

３．新株予約権の行使時の払込金額は１株当たりの金額を記載しております。

４．新株予約権の喪失について

　　被付与者は、次の各号に定める場合には会社に対する新株予約権を喪失するものとします。

　(1）自己都合により会社を退職したとき。但し、役員への就任を除く。

　(2）禁固以上の刑に処せられたとき。もしくは当社の就業規則により懲戒解雇又は諭旨解雇の制裁を受け

たとき。

(3）書面により新株予約権の全部又は一部を放棄する旨を申し出たとき。

(4）上記のほか、細目等については当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによります。

５．平成17年8月19日付けの株式分割（１：５）により、数値の調整を行っております。
 
（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年１月１日～

 平成21年３月31日 
― 102,000 ― 162,530 ― 317,763
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（５）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社日本ファルコムホールディ

ングス 
東京都立川市曙町１丁目14番13号 41,600 40.78

加藤正幸 東京都立川市 22,000 21.56

山﨑伸治 横浜市磯子区 1,700 1.66

石川三恵子 神奈川県相模原市 1,403 1.37

草野孝之 東京都八王子市 1,403 1.37

村山富男 東京都立川市 750 0.73

加藤孝雄 千葉県船橋市 700 0.68

中河博 奈良県天理市 614 0.60

谷口悌一 滋賀県彦根市 604 0.59

石田景子 千葉県匝瑳市 570 0.55

計 － 71,344 69.89
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在　

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）  普通株式　102,000 102,000 ―

端株 ― ― ―

発行済株式総数 　　102,000 ― ―

総株主の議決権 ― 102,000 ―

　(注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
10月

11月 12月
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 25,90022,50022,90022,30021,00027,000

最低（円） 18,15019,95020,15020,20019,02018,000

　　　　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

 

 

 

EDINET提出書類

日本ファルコム株式会社(E05360)

四半期報告書

12/23



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21

年３月31日まで）及び当第２四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,259,946 1,411,923

売掛金 90,528 129,483

製品 1,276 7,149

原材料 2,196 4,288

その他 62,050 33,135

貸倒引当金 △3,644 △820

流動資産合計 1,412,353 1,585,160

固定資産

有形固定資産 ※1
 7,511

※1
 4,740

無形固定資産 93,967 99,490

投資その他の資産 ※2
 86,294

※2
 58,624

固定資産合計 187,773 162,855

資産合計 1,600,126 1,748,016

負債の部

流動負債

買掛金 18,422 27,125

未払法人税等 1,094 40,172

賞与引当金 15,750 15,300

本社移転費用引当金 15,242 12,555

その他 79,694 86,942

流動負債合計 130,203 182,096

負債合計 130,203 182,096

純資産の部

株主資本

資本金 162,530 162,530

資本剰余金 317,763 317,763

利益剰余金 989,629 1,085,627

株主資本合計 1,469,922 1,565,920

純資産合計 1,469,922 1,565,920

負債純資産合計 1,600,126 1,748,016
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（２）【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 450,187

売上原価 156,875

売上総利益 293,312

販売費及び一般管理費 ※1
 349,371

営業損失（△） △56,059

営業外収益

受取利息 929

未払配当金除斥益 1,003

営業外収益合計 1,933

経常損失（△） △54,126

特別損失

本社移転費用引当金繰入額 2,687

特別損失合計 2,687

税引前四半期純損失（△） △56,813

法人税、住民税及び事業税 291

法人税等調整額 △22,307

法人税等合計 △22,016

四半期純損失（△） △34,797
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 146,094

売上原価 43,820

売上総利益 102,273

販売費及び一般管理費 ※1
 165,378

営業損失（△） △63,104

営業外収益

受取利息 929

営業外収益合計 929

経常損失（△） △62,175

特別損失

本社移転費用引当金繰入額 2,687

特別損失合計 2,687

税引前四半期純損失（△） △64,862

法人税、住民税及び事業税 132

法人税等調整額 △25,559

法人税等合計 △25,427

四半期純損失（△） △39,435

EDINET提出書類

日本ファルコム株式会社(E05360)

四半期報告書

16/23



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △56,813

減価償却費 6,620

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,824

賞与引当金の増減額（△は減少） 450

本社移転費用引当金の増減額（△は減少） 2,687

受取利息及び受取配当金 △929

売上債権の増減額（△は増加） 33,955

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,965

その他の資産の増減額（△は増加） △622

仕入債務の増減額（△は減少） △8,703

未払金の増減額（△は減少） 3,988

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,570

その他の負債の増減額（△は減少） 3,616

小計 △17,529

利息及び配当金の受取額 929

法人税等の支払額 △41,611

営業活動によるキャッシュ・フロー △58,211

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,868

敷金及び保証金の差入による支出 △29,981

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,850

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △59,914

財務活動によるキャッシュ・フロー △59,914

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △151,976

現金及び現金同等物の期首残高 1,411,923

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,259,946
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

１．会計処理基準に関する事

項の変更

たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、先入先出法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、先入先出法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。

　これにより、売上総利益は5,622千円減少し、営業損失、経常損失、税引前四半期純損失

は、それぞれ同額増加しております。 

 

 

【簡便な会計処理】

　　該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

    該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 

    19,103千円　　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 

18,005千円　　　

※２　資産の額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２　資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 4,000千円 投資その他の資産 4,000千円

   

（四半期損益計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　次のとおりであります。

研究開発費 144,950千円

広告宣伝費 93,783

 

当第２四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　次のとおりであります。

研究開発費 74,172千円

広告宣伝費 41,931

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年３月31日現在） 

 （千円）

現金及び預金 1,259,946

現金及び現金同等物 1,259,946
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期累計期間（自　平成20年10月１日　至　平成21年

３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　102,000株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。　　　　　　　

　  

４．配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月18日

定時株主総会
普通株式 61,200 600平成20年９月30日平成20年12月19日利益剰余金

  

 

（有価証券関係）

　該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年３月31日）

前事業年度末
（平成20年９月30日）

１株当たり純資産額 14,411.01円 １株当たり純資産額 15,352.16円

２．１株当たり四半期純損失金額

当第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額 △341.15円 １株当たり四半期純損失金額 △386.62円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（千円） △34,797 △39,435

普通株主に帰属しない金額（千円） ―  ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） △34,797 △39,435

期中平均株式数（株） 102,000 102,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

 ―  ―

 

（重要な後発事象）

　　　  該当事項はありません。 

 

（リース取引関係）

　該当事項はありません。 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月14日

日本ファルコム株式会社

取締役会　御中

三優監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 川野　佳範　　印

 
代表社員 
業務執行社員

 公認会計士 古藤　智弘　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本ファルコム株式

会社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの第８期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本ファルコム株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報

四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、第１四半期会計期間より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　 ２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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